





























原審法院は Yの証拠保全の申立に基づき、X2の 362都市図に関する CD
ロム10枚を差し押さえたが、その CDロムには製作者名は明記されてい
ない。又、Yは、X2と X1に本件製品の生産、販売に関する会計帳簿の提

































































又、取り調べによると、X1は 2006年 8月 22日に設立され、X1と X2
の代表者は同一人であり、X2はホームページで「…我が社はリスク投資



















































































X3は権利侵害の X2　362都市図を組み込んだ X3 GPSナビゲーション

























































































































本件は中国案例百選（国際商事法務 Vol.39 No.9 所収）と同一事案であ
り、上訴審判決が編集して引用している原審判決を紹介するものである。
1　著作権の無方式主義
中国著作権上も地図は著作物である（著作3七）。著作物は成立すると
同時に、公表されたと否とを問わず、その上に著作権が成立する。本件で
は、Y道路図は X2　362都市図より前に測絵局の許可を取得して発行され
ており、X2　362都市図はこれより遅れるが、そのこと自体は X2の著作
権を否定し、Yの著作権の成立を認める理由となるものではない。許可の
取得や発行の先後は必ずしも著作物成立の先後を意味しないからである。
X2は著作権登録において Y道路図の発行より前に著作物が成立した旨記
載している。ただ、著作権登録は著作権の成立と直接関わるものではな
く、その成立の日付は測絵局の許可の日付に比し不自然に遡及しているよ
うに思われる。法院がこれを措信しないことにも充分な理由がある。測絵
局の許可および発行の先後は著作物成立の先後を事実上推定させる証拠力
を有すると考えられる。
2　著作権侵害の要件
尤も、Y道路図より後に成立したとされる X2　362都市図が前者に極め
141（320）
て高い類似性を有するとしても、X2がY道路図の存在を知らず、仮に知っ
ていたとしても、それに依拠することなく、独自に創意工夫したものであ
るときは、剽窃（著作46五）にはあたらないから、Yの著作権を侵害し
たことにはならない。本件で最も重要な点はここに在ると思われるが、法
院は著作権侵害の要件を明確に示すことなく、X1、X2、X3の著作権侵害
の結果を強調しているのはやや説得力不足である。Y道路図に用いられた
長地バージョンの暗号がそのまま X2　362都市図に表記されていること
が、X2が Y道路図をそのまま剽窃したものであることを端的に示すもの
であり、この点を著作権侵害の要件を充たすものとして示すべきであった
ろう。先ず、著作権侵害の法理を一般論として展開すべきである。
3　訴訟中の禁止令
著作権者は他人の著作権侵害行為を遅滞なく差し止めなければ回復しが
たい損害を受ける虞があるときは、訴え提起前に人民法院に侵害行為の差
し止め命令を求めることができる（著作49①）。訴訟中禁止令はこの差し
止め命令を意味するものである。
